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まちづくり市民参加に関する日越比較研究
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要 旨
筆者は、修士課程時代、指導教官である田中豊治教授に多久市まちづくり基本条例策定市民会議や
まちづくり市民シンポジウムなどに連れていってもらった。日本で「まちづくり基本条例」といえ
ば、自治体の仕組みの基本となるルールやシステムを定めるものである。この条例の中で、地域にお
ける諸課題への対応や市民・議会・行政がまちづくりに関する情報を共有しあえる仕組みなどが定め
られる。19回の市民会議を参与観察したところ、このうち市民を「まちの主体」として位置づけ、ま
ちづくりにおける現状と課題解決のための方策についての議論を多く行い、市民との意見交換が重視
されていた。日本の市民は意見を言う場や機会があり、まちづくりの主体として行動している。
しかし一方ベトナムでは、市民は政府機関の指示命令などを聞き、従うことが目立つ。本研究で
は、とくにベトナムにおける市民参加の現状と課題を明らかにすると同時に、市民参加に関するベト
ナムの方針・政策・事例などを検討するというのが主な目的である。そのために、本論では理論研究
と実証研究をしながら、ベトナムにおける現状分析を行った。理論研究については、市民や市民参加
の定義、あるいは歴史や特徴などを論述した。また実証研究としては “The Countries at the
Crossroads 2006 survey” と “Governance Matters Ⅲ-Governance Indicators for 1996-2002” という
『報告書』における調査結果を丹念に調べ翻訳し検討した。
第１章 市民参加に関する概念
１．市民・市民参加の概念規定
近年、「市民」という概念が注目されている。「市民」という用語は、「国民」と同一視される場合もあ
れば、「住民」という意味を強くもつ場合もある。最近の「新しい」概念規定においては、「市民」は政治
的局面におけるある種の特質を指し示す用語としてのみではなく、その経済的側面をも含めて、より具体
的な地域社会での生活と結びついた用語として位置づけられようとしている。
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「市民参加」というのは、市民が社会に出て活動をするということである。本研究では、具体的に言え
ば、「まちづくり市民参加」というのはまちの市民がまちの問題を解決したり、まちにおける生活を向上
させたりするためにいろいろなまちの活動やキャンペーンなどの主体として参加することである。
２．日本における市民参加
ここでは、市民参加の動態的側面として市民参加の歴史について確認する。日本の古典理論では、「市
民参加と社会規模との関係」と「市民参加の持つ教育効果」という２つの見解が示されている。この古典
理論においては、とくに「教育効果」の持つ意味が非常に重要な中心的価値を持っている。
「現代理論」の特徴は、次の２点に求めることができる。ひとつは「民主主義における指導者選択機能
の重視」、もうひとつは「政治的無関心の評価」である。ここにいう「民主主義における指導者選択機能
の重視」とは、現代理論の理論的契機を形成したと言われるシュンペーターに代表される見解である。
シュンペーターは、市民の果たす第一の役割は「代表の選出」、つまり「選挙を通じた間接的参加」であ
るとし、市民による直接参加はそれに従属的なものであるとする。長い歴史を踏まえて、現代日本のまち
づくり市民参加は「対等性」や「自律性」という優れた特徴を持つようになってきた。実際に日本におけ
る各まちを見学したり、資料を調べたりした結果、それぞれのまちにはたくさんの「自主・自律的なまち
づくり団体」が存在している。そして、それぞれの団体なりの活動やプロジェクトなどが独自に活発に実
施している。もちろんまちづくり促進団体は同じまちでも別々の目的や内容で活動し、自分たちで計画を
立てて実施しているのである。
第２章 ベトナムにおける市民参加の特徴
１．ベトナムにおける市民の定義
ベトナムの歴史において、国家に対して「むら」が自立性の高さを誇ってきたことは、「王法も村の掟
に敗れる」（Phép vua thua l ê
・
làng）という諺が象徴する通りである。それでは、ドイモイ路線下の市場活
動の自由化で経済力を高め、多様な要求をもつようになった住民が、新興の「市民」勢力として政治的・
社会的な変化を志向する可能性はあるのだろうか。
現代の「市民」概念の基礎となるのは、西欧近代における初期の市民観、すなわち一定の教養と財産、
身分的な規範、社会的威信をもつ有産階級（ブルジョアジー）(町田、2000）である。彼らが担い手と
なった市民革命の主要な目標は、政治的・市民的自由と基本的人権の保障であった。市民を政治体の成員
としての権利と義務を有し、政治権力に対して「自己の決定権を主張し得る自律的な個人」と定義し、こ
のような市民による結社を通じた行動方式を「市民社会」と定義した。現在のベトナムでこのような意味
での市民が存在するとすれば、市場経済のなかで一定の富と教育を身につけ、国家から自由に活動し、国
家側の専横に対して平等や公正を求めて異議申し立てを行うこともある「自律的な個人」である。そのよ
うな市民による政治・社会組織を通じた行動方式が市民社会ということになるであろう。
２．国家による社会の管理
1992年に採択され、2001年の国会で一部改定された現行憲法（以下「憲法」）は、ベトナムの国家の性
格を「人民の、人民による、人民のための社会主義的法治国家」とし、「すべての国家権力は人民に属す
る」と表記している。「人民」とは「革命の担い手」を意味する階級的概念であり、ベトナムの場合は
「労働者階級と農民階級、知識人階層の連盟」を指す。従って、公的イデオロギーの上では、革命によっ
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て成立した国家権力に必ずしも従属せず、これに異議申し立てを行い得る市民という概念は存在しない。
国家は「人民のあらゆる面での主人権を保障し、絶えず発揮し、豊かな民、強い国、公平で民主的で文化
的な社会という目標を実現する」（Dân giàu, nước mạnh, công bằng, dân chủ, văn minh）役割をもつ。国会事
務局副主任の言を借りれば、国家とは「人間の権利と公民の権利を守るための有効な装置」ということに
なる。ベトナム共産党は、憲法上では「労働者階級の前衛」であり、「労働者階級、労働人民、全民族の
権利の忠実な代表」「国家と社会を指導する勢力」と規定されている。2006年４月の第10回全国代表者大
会（以下「党大会」）で改訂された党規約では、党は「労働者階級の前衛であると同時に、労働人民、民
族の利益の忠実な代表」と記されている。党は「国家のあらゆる活動を全面的に指導する」ものであり、
同時に「社会の法的秩序と適法性を備えた社会の建設」を目指す。社会における人々の利益は、「共産党
の統一的かつ唯一の指導の下で、プロレタリア階級の利益と基本的に統一」されており、ゆえに「党は全
人民の利益代表」ということになる。
旧北ベトナムでは、1995年にベトナム祖国戦線（Mặt trận Tổ Quốc Việt Nam）が設立し、組織原理上は
共産党もこの戦線を構成する大衆団体（Tổ chức quần chúng）のひとつと位置づけられている。しかし、
実質的には党が祖国戦線とそれに属する各大衆団体を上から指導し、大衆団体を通じて社会に浸透してき
た。たとえば、大衆団体のひとつであるベトナム女性連合（Liên hiệp Phụ nữ Việt Nam）は、国家が担いき
れない社会の福利厚生の機能を担当するものだった。すなわち、党は「全人民の利益代表」として国家と
社会の双方を管理しようとするものであり、国家と社会に対する党の指導的立場は国家の基本法で保障さ
れている。国家は祖国戦線と大衆団体を通じて公民社会を実体化しようとしてきたのである。
３．市民の活動
ドイモイ路線下のダイナミズムのなかで、国家による社会に対する統制が一部緩和され、その結果、国
家によって抑制されてきた社会の自律性が回復した。特に、生活困難者、ストリート・チルドレン、HIV
陽性者、麻薬中毒者などに対する支援では、国家が管理しきれない領域を社会の行動が補っている。国際
NGOのパートナーとなる「ローカル NGO」がこれらの支援活動を担当することが多い。また、本来の意
味での NGOも小規模ながら存在する。ベトナムにおける自律的 NGO活動に次のようなモデルを設定す
ることができる（図１）。
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図１ ベトナムにおける自立的な社会活動のモデル
出所：寺本実編『ドイモイ下ベトナムの「国家と社会」』アジア経済研究所調査研究報告書,アジア経済研究所，2008，pp.
120-123より作成
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４．ベトナムの独特の郷約
ベトナムでは、昔、むらづくりにおいて大きな役割を果たしたのが「郷約」であった。現在、ベトナム
の社会では、むらの社会が存在しながら、まちや都市が増える傾向にある。むらからまち・都市へと発展
している。しかしながら「郷約」はこれからのまちづくりにとっても何か役立つはずである。
｢郷約」とは、主にベトナム北部・北中部（ゲアン省以北）の村落で作成された村落規約であり、村落
ごと、時代ごとに、多様な形態をもっている。郷約は、冠婚葬祭・教育・生産管理など農村での生活全般
にわたり、違反への制裁をも含んだ「村の掟」というべきものである。
郷約は、時代の変化につれてその形式、規定、価値も変わってきた。すなわち、古い封建時代には「国
家の法は村の掟に劣る」という、村落内における郷約の国法に対する対抗関係ないし優越関係が見られた
のである。しかしドイモイ政策の進行過程の中で、郷約の復活が国家の政策として企図された。そして現
代の郷約は、「国家の法律を補完するもの」、「村落と国家の法を結びつけるやわらかい紐」であるとされ
ている。
現在、地図、図表、漢文章などの図書地理資料が12,000冊存在し、その中でビン・フック省９郡の村・
社の郷約が300冊を占めている。この300冊の中に、８月革命（1945年）以前のフック・イエン（Phuc
Yen）９村の12冊の郷約がある。それは以下の郷約である（表１）。
以上の郷約では、北部デルタの村の郷約と同様に、1945以前のフック・イエンにおける村・社の郷約と
して、社会組織、村に対する村人間の責任、村に対する地域社会と村人の責任、村に対する地域社会間の
責任を規定するという条例が記述されている。ただし、村によって郷約の内容はそれぞれ違っている。
郷約の機能について、日本の瑚澤氏はいくつかの視点を指摘している。
① 個人の自由・自律を抑圧する郷約の機能
② 市場化・商品化に対抗しその弊害を防止して環境を保全する機能
③ 市場経済の進展による個人と国家の公私分裂を克服して、個人を公共的事業に参加させる機能
④ 国家法と村法の関係を集権的・他律的決定と分権的自立的決定の按分の問題として捉える可能性
一方、ベトナムの各研究者も、時代を問わず郷約の次のような価値を主張している。
① 郷約は、国法と同時に掟として機能しているが、国の法律に対立していない。郷約は、村の時代・習
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表１ ８月革命以前のフック・イエン９村の郷約
郷 約 名 出版年
Kha Do郷約 1921
Hien Le郷約 1932
Thinh Ky郷約 1933
Duc Cung郷約 1934
Thap Mieu郷約 1937
Yen My郷約 1937
Tien Chau郷約 1942
Cao Quang郷約 1942
Xuen Hoa郷約 1942
出所：Nguyễn Ngọc Anh, Tư liệu và ý nghĩa hương ước các làng xã ở Phúc Yên thời kỳ trước năm 1945, 24/ 01/ 2011.
（http:vhttdlvinhphuc.vn/Article.aspx?c=txpy&a=1871より作成。）
慣・風俗による具体的な掟が含まれている。
② 地理・文化・宗教の地域社会のひとつとしてのベトナムの村は、水利、交通、安全、祭り、儀礼など
という全面的生活を管理したり、村づくりをしたりする。そのことをする際に、村、出身階層を問わ
ず、まちの全員の協力と全員の参加を必要とする。地域社会の一員としての村人に対し、充分に責任を
規定することがあるために、地域ではまちづくりを進めるために村人を引っ張ってくる。責任意識が築
けるならば民主意識ができると考えられている。民主意識は村、まちの官僚の汚職を防ぐことに繋がる
だろう。
③ 郷約は、共通責任や共通権利などを与えているから、村人の全員が結ばれ、集団で行動する。郷約で
は、村人が互いに助け合い、尊重し合い、村の名誉を守ることが規定されている。
その他に、ダウ・チ・ウック（Đào Trí Ức）氏も、ベトナムにおける郷約の今日的意義を強調する中
で、ベトナムではドイモイ事業を推進するに当たって、「法治国家の建設」と「民主化」が必要になって
いること、その民主化のひとつの手段として郷約が位置づけられると述べている。
５．市民組織
党の政策や指示を実行する国家機構と、一般市民の思想教育と動員を目的とする各種社会団体が存在
し、共産党の指導体制の受け皿となっている（図２）。
以下では、主に国家にダイレクトにつながる大衆動員的なフォーマルな市民組織と、地域社会の自発的
なインフォーマルな市民組織とに大別しながら、その実態について考察する。
 フォーマルな市民組織
行政村が国家の末端機関であるとすると、地域社会において最も末端に位置する行政単位は集落である
（図３）。
集落は、国家の行政機能を下支えする補助的役割を担うという関係である。その下部組織としてさらに
いくつかの「自治組」（tổ tự quản）が存在する。「自治組」は、主に市民数に応じて、道路や水路を境に区
分される。集落長選出にあたっては、全ての市民世帯の世帯主が集落の文化会館（nhà văn hóa ấp、公民館
のようなもの）に置かれた施錠つきの投票箱に選挙用紙を投じるので、ある意味、民意がダイレクトに反
映される。社会団体は全部で６団体（図３）あり、各団体の主席は国家から活動経費が支給される。
	 インフォーマルな市民組織
ここでは、市民たちが自主的に作り上げた日常生活上の様々な組織を取り上げる（表２）。生存するた
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図２ 行政村内の権力関係
出所：重冨真一・岡本郁子編『アジア農村における地域社会の組織形成メカニズム』
調査研究報告書，2012，p. 6より引用。
最高権力：
実施機関 社会団体
党委員会
人民委員会
人民評議会
指導
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表２ カインフン村におけるインフォーマルな市民組織
１
集落・組全体を拠
点に活動する組織
① 和解組
会員構成
組長、副組長、党支部長、社会団体支部長、威信のある年配者件
数など総勢10名ほど
活動内容
申し立てがあると組長のイニシアティブで集落の文化会館にて会
合が開かれ、話し合いの議事録が作成され、次回までに何をすべ
きかを申し立てをした側と申し立てを受けた側に伝える。ほぼ９
割が解決される。
②
アマチュア歌譜楽
団
会員構成 有志。アマチュアの愛好家
活動内容 不定期に活動。主に何かの記念日に合わせて練習し、披露する。
２
社会団体支部を拠
点に活動する組織
１） 婦人会支部
① 健康増進クラブ
会員構成 主に各集落・各組の婦人会支部が活動している。
活動内容
基本的に毎月１回付属の県・都市の健康増進クラブの練習会が開
催され、幹部のメンバーが参加する。その後、各集落、各組に
戻って、クラブ会員に体操を伝える。会員は自宅で銘々に練習す
る。毎年末、年次報告会が開催され、情報を伝える。その後宴会
を開き、会員の親睦を図る。
②
３人目を生まない
クラブ
会員構成 ほとんど婦人会の幹部メンバー 普通５人ぐらい
活動内奥 村、町の診療所と協力し、既婚女性たちを啓蒙。
２） 青年団支部
①
スポーツクラブ
(サッカー・バレーボール)
会員構成 集落ごとあるいは組ごとに結成されるが、メンバーは流動的。
活動内容 集落・組対抗。または、郡・町対抗スポーツ大会が開催される。
出所：重冨真一・岡本郁子編『アジア農村における地域社会の組織形成メカニズム』調査研究報告書，2012，p. 14より作
成。
党委員会
婦人会ホーチミン共産青年団
支部 支部
組
支部 支部 支部
組
支部
組 組 組
退役軍事会 農民会 祖国戦線 赤十字老人会
組
図３ 社会団体の系統
出所：重冨真一・岡本郁子編『アジア農村における地域社会の組織形成メカニズム』調査研究報告書，2012，p. 12より作
成。
めの互助的自生組織として、冠婚葬祭に関わる労力をシェアする地縁集団を自ら作り上げていく必要があ
る。自主的・無給で活動する各社会団体支部内の各活動に焦点を当てる。
第３章 ベトナムにおける市民参加に関する実証文献考察
ベトナムは矛盾した国家と言われている。実は、それは共産党一党制国家であり、上からの影響力を持
続するために、強制と暴力の脅威を使用している権力的制度を持っている国である。広範な政治的、経済
的、法的な改革が行われている一方で、ベトナム共産党は、野党が生じることなく、権力と支持率が守ら
れるように努力している。国内におけるいろいろな変動が起こされたことによって、市民に対する国の政
府の責任や市民の権利の規定や実施が変わりつつある。実際に、ベトナムをひとつのサーベイ調査対象と
し、市民の権利や市民への政府責任に関する様々なサーベイが行われた。その中で、「The countries at
the Crossroads サーベイ」および「各国のガバナンス」というサーベイを中心にし、よその者がベトナム
の市民社会あるいは市民への政府責任についていかに見ているのか、調べてみよう。
１．The countries at the Crossroads 2006 Survey
アメリカに本部を置く国際 NGOのフリーダムハウスは、2007年１月17日、2006年の世界の自由度の指
標に関する報告「世界における自由度2007」を公表した（表３）。この報告によると、2006年は特にアジ
アの地域の自由度の低下が大きいことが指摘されている。フリーダムハウスは、192カ国と紛争地域を含
む14地域の自由度を表す「世界における自由度」を毎年公表している。その指標は、「政治的自由」と
「市民的自由」の２つのカテゴリーで１から７の数字で表される。「政治的自由」については、自由で公正
な普通選挙、公職への立候補、政党への参加などを含む、政治過程への参加の自由に関する事項を基に、
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表３ 「The countries at the Crossroads 2006 Survey」の内容
評 価 項 目 内 容
説明責任と世論
・自由で公平な選挙法と選挙
・説明責任を果たす効果的政府
・市民参加と市民の監視
・報道の独立と表現の自由
市民の権利
・国家テロ、不当な投獄、拷問からの保護
・性の平等
・民族や宗教などによるグループの権利
・信仰などの自由
・結社の自由
法の支配
・独立した司法
・民事および刑事事件における法の支配の優位性
・治安部隊の責任と民間機関への軍事
・財産所有権の保護
透明性
・腐敗防止環境
・腐敗防止法を施行するためのシステムと手続き
・腐敗防止の規範、基準、保護の施行
出所：Freedom House, Countries at the Crossroads 2006, 2006 より作成。
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表５ 「The countries at the Crossroads 2006 Survey」のスコール・評価の水準
スコール 評 価
０―２
・法的基準、権利がないあるいはあまりいない。
・適切な保護がされていないあるいはあまりされていない。
・政治的プロセスで市民や正義の権利を保護する法律は最小限であり、まれに強制さ
れ、または定期的に当局による虐待をされる。
３―４
・法的基準、権利、適切な保護をいくつか持っている。
・法的保護が弱い。
・法律の施行が不徹底か不透明である。
５
・法的基準、権利、適切な保護をかなり持っている。
・権利と政治的基準が保護されているが、施行は信頼性が低く、強制されることがある
（一貫性がない）
６―７
・ほとんどあるいはすべての法的基準、権利、適切な保護を持っている。
・法的保護が強く、平等に施行されている。
・市民は権利が侵害された場合、法的には救済へのアクセス権を持っており、政治シス
テムの機能が円滑である。
出所：old.freedomhouse.org/uploads/ccr/page-38.pdf より作成。
表４ 「The countries at the Crossroads 2006 Survey」の結果
国 名
Accountability &
Public Voice
（説明責任と世論）
Civil Liberties
（市民の権利）
Rule of Law
（法の支配）
Anticorruption &
Transparency
（透明性）
アルメニア 3.51 3.81 2.69 2.62
アゼルバイジャン 2.43 3.21 2.29 1.27
バーレーン 2.52 3.73 3.67 2.07
カンボジア 3.28 3.33 2.22 2.46
東ティモール 3.83 4.64 3.81 2.62
グルジア 4.78 4.27 3.96 3.87
インドネシア 4.7 3.7 2.97 2.45
ヨルダン 2.83 3.12 3.12 2.28
カザフスタン 2.51 4.01 2.62 2.04
キルギス 4.17 4.17 3.38 2.54
マレーシア 3.04 2.97 4.01 2.87
ネパール 2.23 2.8 2.73 2.3
パキスタン 2.15 1.76 1.83 2.14
スリランカ 4.27 4.45 4.15 3.71
ベトナム 1.63 3 2.75 2.61
イエメン 2.64 3.35 2.88 1.93
平均値 3.156 3.52 3.067 2.48
出所：http://www.freedomhouse.org/report/countries-crossroads-2006/country-reports「The Countries at the Crossroads
2006」サーベイのレポートより作成。
「市民的自由」は表現、信仰の自由、結社の自由、法の支配や個人の自律などを基に評価される。その指
標に基づき、各国を「自由」、「部分的に自由」、「自由がない国」と分類される。「自由がない国」とは、
基本的な政治的権利を欠き、基本的な市民的自由が広範に制度的に否定される国とされている。
フリーダムハウスは、専門家チームと協力し、論述と評価数値のためにアンケート質問を含む方法論を
設定した。この方法論により、レビューの下に各国の論述と採点への透明性と一貫性を提供し、ベンチ
マーク１)による論説とランキングを行ったものである。最終結果は政府のコミットメントを反映した論説
およびランキングの位置であった。
① ベトナムの説明責任と世論について
表４に示されているように、ベトナムにおける市民への「政府説明責任」は1.63点、「市民の権利」は
３点を取っている。ベトナムサーベイの「スコールと評価の水準」を表す表５を見ると、ベトナムの説明
責任と世論は一番低いほうの点数を得ている。つまり、ベトナムでは自由で完全に公平な選挙法で選挙が
行われていない。そして、政府が説明責任を十分に果たしていないことがわかった。ベトナムの市民は、
「市民参加としての権利」をあまり持っていない、あるいは市民参加の権利を持っているが、市民そのも
のが自分の権利を意識しながら活かせていないのではないだろうか。その一方、市民参加のために政府か
ら市民への適切な保護があまりされていない。
スコールの平均値からすれば、ベトナムの「説明責任と世論」のレベルは平均値より３倍近く下のほう
にある。言い換えれば、どちらかというと、世界中の平均水準より市民へのベトナム政府の説明責任が
ずっと低く評価される。カンボジアやマレーシア、スリランカ、特にインドネシアといった同じアジアの
国政府の説明責任は、ベトナムよりも非常に高く評価されている。一体どのような理由があったのだろう
か、明らかにしたい。
全体的に言えば、ベトナムの政府は市民に対して説明責任が足りないということである。何かをしても
市民に対して十分な説明をしていないのが実況である。それは、市民に対する政府の無責任だといえるだ
ろう。憲法第８条２)に書いてあるように、国家機関、幹部、公務員は市民を尊重し、市民との連絡を取る
と同時に市民の意見を聞いて市民から検閲を受けることになっている。しかし、国家機関は市民からの検
閲を受けることなく、市民は国家機関からの検閲を受けるという場合が存在する。そして、市民に関わる
ことがあっても、市民との連絡をあまり取らないから、憲法第８条に従わないことがある。憲法上、市民
に対する国家機関などの説明責任を含む責任が規定されているが、国家機関は市民に対するやるべき責任
を十分果たしていないのである。
ここで筆者の提案としては、「政府の説明責任」がより詳しく規定されるべきであるということである。
つまり、どのようなことがあるときに、政府が市民に知らせたり、説明したりする責任があるのかを、市
民は規定する権利が得られるべきである。また、憲法で指示されている３)ように政府の行動が市民の検閲
の下にあるということを見直す必要があると思われる。実際に起こったことによると、ほとんどの場合、
市民は政府の行動や政策について意見を自由に話すことが限られているということである。
② ベトナム市民の権利について
ベトナムの「市民の権利」は、「説明責任」と比べると、より高い点数を得ているが、まあまあ低いほ
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１) ベンチマークとは、[測定]水準標、水準点、価値判断などの基準。具体的には、ハード・ソフトの信頼度や性能を比較するためのテ
スト用プログラム、その評価基準である。
２) http://laws.dongnai.gov.vn/1991_to_2000/1992/199204/199204180001より引用。
３) Đảng cộng Sản Việt Nam, Văn kiện đại hội VI, VII, VIII, IX, X, XI, p. 45.
うの点数を得ている。調査の「スコールと評価の水準」を表す表５をみると、ベトナムでは民族や宗教な
どによるグループは国際水準からすればかなりの権利を得ているが、自分の全ての権利を意識しながら活
かせないことがあるといえる。また、性の平等に関する法的保護がまだ弱い。ベトナム市民の権利につい
て他国と比較すると、ベトナム市民の権利に関する得点はあまり変わらないが、平均値より下のレベルで
ある。同じアジアの国の得点をみると、マレーシアやネパールより点数は高いが、残りの国より低いほう
の点数を得ている。「市民の権利」というのは、ベトナムの憲法では「表現、信仰、労働、平等などの全
面的な権利｣４)について定められている。しかし、行われた調査では、結社の権利を含む権利である「結
社の権利」は、共産党主義のベトナムにおいては基本的に禁止されている。
２．Daniel Kaufmann Aart Kraay, Massimo Mastruzzi, Governance Matters III-Governance Indicators for
1996-2002, Policy Research Working Paper 3106, 2003
1996年、1998年、2000年、2002年という期間に、199の国と地域をカバーする「ガバナンスクラスター」
の６つの次元の推定値のセットが提供されている（表６）。これらの指標は、18の異なる組織によって構
築された25別のデータソースから引き出されたガバナンスの認識を測定する数百の変数に基づいている。
時期によるゼロの平均および偏差標準数値によって、ガバナンスの評価がなされた（表７、表８）。ガ
バナンスの評価は、-2.5と2.5の間にある点数である。高得点が良い結果に対応している。ゼロが平均点
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４) http://mgov.vn/gov/article/view/51/89/より引用。
表６ ガバナンスクラスター
ガバナンスクラスター 測 定
①
政説明責任と
世論
・政治的プロセス、市民的自由、政治的権利
・ある国の市民がその政府における選挙に参加できる範囲
・政府機関の行動とその責任を監視することに関する役割を果たすメディアの独
立性
②
制度の永続性と
暴力の不在
・国内暴力や外国からのテロを含む違法的あるいは暴力的手段によって権力の国
家が転覆される、または不安定になる可能性についての認識
③ 政府の効率性
・公共サービスの提供、サービス提供者の能力、官僚の質、政治的圧力から公務
員の独立性および政策についての政府のコミットメントの信頼性など
・政府が健全な政策を作成して、実施したり、公共商品を提供したりできるよう
に要求する入力
④ 規制の質
・価格統制や不十分な銀行監督のような市場への不適切な政策、外国貿易および
ビジネス開発などの分野において、過度の規制によって課される負担の知覚
⑤ 法律の支配
・社会のルールに対する代表者の遵守および自信の程度
・犯罪の発生の認識、司法の有効性と予測可能性、契約の執行可能性
・経済・社会的相互作用のための基礎をつくる予測できるルールが存在している
平等な環境およびとりわけ財産所有権が保護される程度
⑥ 汚職の制御 ・私的目的のための公権力の行使としてされる汚職の予測力
出所：Daniel Kaufmann Aart Kraay, Massimo Mastruzzi, Governance Matters III-Governance Indicators for 1996-2002,
Policy Research Working Paper 3106, 2003, pp. 2-4より作成。
数とされる。
① 説明責任と世論に関する調査の結果
-2.5〜2.5点のスケールで説明責任と世論について、ベトナムの場合はそれぞれの時期による得点があ
まり変わらず、低く評価されたということがわかった。つまり、ベトナムの市民は市民的権利、とくに政
治的権利をあまり持ってない、あるいはそれらの権利があまり保護されていないと言えるだろう。その一
方、市民参加に対する政府機関の責任があまり果たされていないということがある。言い換えれば、政府
と市民のつながりが浅いのである。
-2.5〜2.5点のスケールで政府の効率性について、ベトナムの場合はそれぞれの時期による得点がゼロ
の平均に近く、またマイナス点数だから、ベトナム政府の効率性がマイナスに見なされていることがわ
かった。要するに、ベトナムの官僚の質がまだ低いレベルにあり、政府の公共サービス提供や政策のコ
ミットメントに対する市民の信頼性がまだ低いということである。したがって、ベトナムでは官僚の能
力、つまりリーダーシップと政策形成・政策実施などがベトナム政府の課題となっている。
第４章 ベトナムにおける市民参加に関する政策・改革の分析
１．基礎社会における民主規則指示（Grassroots Democracy Ordinance GRDO）
1992年に制定された「ベトナム社会主義共和国憲法」（1992年憲法）には、「国家機関と民主集中原則」
について定められた以下のような条項が存在する。
第６条：国会・人民評議会および全ての国家機関の組織および活動は、民主集中原則により組織され、
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表７ 時期によるベトナムの説明責任と世論の評価数値
時 期 ベトナムの場合
1996年 -1.24
1998年 -1.64
2000年 -1.53
2002年 -1.38
出所：Daniel Kaufmann Aart Kraay, Massimo Mastruzzi,
Governance Matters III-Governance Indicators for 1996-
2002, Policy Research Working Paper 3106, 2003, pp. 98-100
より作成。
表８ 時期によるベトナムの政府の効率性の評価数値
時 期 ベトナムの場合
1996年 -0.18
1998年 -0.23
2000年 -0.27
2002年 -0.27
出所：Daniel Kaufmann Aart Kraay, Massimo Mastruzzi,
Governance Matters III-Governance Indicators for 1996-
2002, Policy Research Working Paper 3106, 2003, pp.
104-106より作成。
活動する。
第119条：人民評議会は、国家権力の地方機関であり、人民の意志・願望および統治を代表し、地方人
民によって選ばれ、地方人民および上級国家に対して責任を負う。
第123条：人民委員会は、人民評議会によって選出される人民評議会であり、地方における国家行政機
関であり、憲法、法律および上級国家機関の公文書命令および人民評議会の決定を執行する
責任を負う。
ここで示されている「民主集中原則」とは、ベトナムの国家機構や共産党などの活動を規定する組織原
理である。「民主」原則とは、人民の意思を反映し、またその監視に服するという意味であり、「集中」原
則とは、少数者が多数者の決定に、そして「下級」が「上級」の決定に従うという意味とされている５)。
換言すれば、「民主」とは、下部の意思が上部の決定に従うことである６)。これは民主主義の一形態とも
目指される制度ではあるが、実際には「民主」原則よりも「集中」原則の側面が強調されてきた。すなわ
ち「個人が組織の決定に従う」、「下部が上部の決定に従う」、「地方が中央の決定に従う」という制度に
なっている。
２．行政改革（PAR）
行政改革に至る背景となったのは、①経済的背景および諸外国との関係、②存在していた行政の問題で
ある（図４）。また人民評議会と人民委員会の機能や責任の共有が残されていることや、都市部と農村部
における地方行政の機能の相違を認める措置がなされていない、などの問題点も指摘されている。さら
に、ドイモイの進展によって経済成長を遂げてきたベトナムでは、地域間ごとの経済格差や公務員の汚職
も問題視されている。そうした状況に対する地方からの異議申し立ての顕著な例が、1997年５月、ベトナ
ム北部に位置するタイビン省で発生した農民抗議暴動である。それに対する中央の対応として３つの措
置、すなわち①住民参加、②地方公務員の身分規定、③財政の分級の推進、がなされた。
まず、1998年２月に、共産党は「基礎における民主規則の構築と実行に関する政治局指示」（30号指示）
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５) 白石昌也『党・国家機構概観』白石昌也編著『ベトナムの国家機構』明石書店，2000，pp. 20-21。
６) 遠藤聡「ベトナム共産党」今井昭夫・岩井美佐紀編著『現代ベトナムを知るための60章』明石書店，2004，pp. 247-248。
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図４ ベトナム行政における問題点
出所：自治体国際化協会『ベトナム行政改革』2005，pp. 14-15より作成。
を法令化した７)。同指示は、既存の政治体制強化を目標とする制約の下で、「社」（末端の地方行政単位）
のような基礎レベルにおけるインフラ整備などの諸政策の決定過程や実行監視などへの市民参加を確保す
ることを意図したのである８)。これは、「人民が知り、人民が議論し、人民が行い、人民が検査する」と
いう方針が、具体化・法制化されていないという認識でもあった９)。この指示を受け、政府は同年５月に
「社における民主実現の規定」を公布し、地方行政への市民参加の内容や方法が具体化されることになっ
た。
次に、2003年10月に発令された「社・坊・町の幹部・公務員に関する政府議定」や「社・坊・町におけ
る幹部・公務員に対する制度・政策に関する政府議定」において、地方公務員に対する権利・義務・待遇
などが明確化された10)。そして、2004年６月には、地方への分級を大幅に進めることを意図した「政府と
省・中央直轄市間の継続的国家管理の分級に関する政府決議」（政府決議08号）が発令された。この政府
決議は、中央と第１級地方行政単位である省レベル（省・中央直轄市）の間の分級に焦点を当てたもので
ある。これに基づき、各級地方行政間（省−県−社）の国家管理の分級を継続的に実施するとしてい
る11)。
３．ベトナム市民からの苦情や非難に関する法律
2011年11月11日、第２回国会審議において、1992年の憲法に基づき、ベトナム国会は「苦情や非難に関
する法律」を通過させた（図10）。この「苦情や非難に関する法律」は、機関・組織・市民の個人が訴訟
する権利を、また政府機関が訴訟事件を解決する権利をそれぞれ行使する合法的基礎を築くために、1998
年に初めて発行され、2004年に修正されたものである。
この「苦情や非難に関する法律」は、民主主義の促進に貢献し、合法的に行われ、決済されることを確
実にした。そして社会主義制度の強化および国家の利益の保護のみならず、組織・機関・市民の正当な権
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７) 詳しくは、寺本実「『基礎における民主規則指示』発動の契機―公刊資料による1997年タイビン省農民抗議行動理解の試み―」『地域
経済統合とベトナム―発展の現段階―』アジア経済研究所，2003．３，pp. 88-93。
８) 『アジア動向年報2004』アジア経済研究所,2003，pp. 206-207。
９) 大村晴「中央と地方」今井昭夫・岩井美佐紀編著『現代ベトナムを知るための60章』明石書店，2004，p. 281。
10) 『アジア動向年報2004』アジア経済研究所，2004，p. 211。
11) 『アジア動年報2005』アジア経済研究所，2005，pp. 226-227。
表10 苦情や非難に関する法律の内容
章 内 容
第 １ 章 一般規定
第 ２ 章 行政規定や行政行為に関わる苦情や非難
第 ３ 章 苦情や非難による訴訟解決
第 ４ 章 市民からの苦情や非難に関わる幹部・公務員の処理
第 ５ 章 市民への受付
第 ６ 章 市民からの苦情や非難による訴訟解決に関わる期間・組織・個人の責任
第 ７ 章 違反行為の処理
第 ８ 章 実行項目
出所：Quốc hội, Luật khiếu nại tố cáo, 09/ 1998/ QH10, 1998, pp. 5- 20.
利と利益を守る12)という目的で、その法律の規定に沿って、訴訟事件を解決してきた。しかしながら、実
施が求められている要求に答えないという限界と欠陥が現れていた。その状況を踏まえて「苦情や非難に
関する法律」を発行したのは、訴訟解決についての党主張を制度化させるためであった。とりわけ、ベト
ナムの今日の要求に答え、国家管理にも良い影響を与えるので、この法律を真剣に実施すべきである。
市民の権利を守るとともに政府の責任を重視する立場としての政府は、1992年版より新しい項目を規定
している。例えば、市民からの苦情や非難による訴訟の解決のための手順では、市民は行政決定が正しく
ない証拠がある文献がなくても、その行政決定を下す個人・組織・機関に対して直接訴えることができる
ようになった。補充された項目としては、訴訟解決の手続きに関する規定である。それは市民からの苦情
や非難による訴訟事件を解決した後、その結果を訴えられた人の職場や市役所などで公開するように規定
している。その上、「市民受付」に関しては、受付場所、受付担当者などを具体的に定めている。訴える
事件ではなくても、普通の非難や苦情を言う市民に対しても受付を行っている。つまり、ベトナムの政府
が「市民の声」をある程度聞いていると言えるだろう。
４．まちづくりへの市民参加に関する日越合併プロジェクト
ここ10年ぐらいベトナムは、日本から経済的支援のみならず、社会的支援も受けている。最初日本の団
体がボランティアとしてベトナムへ行き、ベトナム人の団体と協力し環境をはじめいろいろな活動に参加
してきた。そのきっかけによって分野が広がり、まちづくりに関わる活動や計画は日本から来た団体のア
ドバイスが参考になるところが多い。特に日本では市民を「まちづくりの主体」と見なすところは、ベト
ナムに導入すべきだとベトナム側が気づいた。ベトナム政府の政策の中でも、まちづくりの活動を行う際
に「市民参加型」の進め方を導入し始めた。そのため、「日越合併まちづくりプロジェクト」はベトナム
政府に促進されているわけである。
① ハロン湾における住民参加型資源循環システム構築支援プロジェクト
プロジェクトを進めてきた結果として、「市民参加型実態調査」を行うことで、水上住戸などからの
廃棄物発生源が明らかになった。さらに各種市民参加型環境教育やキャンペーンを実施することによ
り、自主的な環境保全活動が行われるようになった。
② 住民参加による安全な水の供給と栄養・保健環境の改善プロジェクト
このプロジェクトは、ハノイ、ナンディン（Nam Dinh）省の農村地区を中心に、2005年11月から
2008年11月までの３年間実行された。このプロジェクトの目標は、対象地域において市民の水・栄養に
関する意識および知識が向上し、市民参加による安全な水供給システム（水処理施設の運転の最適化、
水管理組合の運営）が普及することである。そういう目標を達成するために、市民自らが、栄養・保健
衛生環境を改善する活動に参加した。それと同時に、処理された水の重要性と価値について十分理解で
きるように市民を対象とした勉強会･研修会を行った。結果として、持続的活動のためのシステムづく
りが行われた。さらに「水管理組合」が設置、運営されるようになった。
③ 北部山岳地域コミュニティー学習センター普及計画
日本ユネスコ協会連盟は、2000年３月から2005年６月まで JICA と協力し、ライ・チャウ（Lai
Chau）省において「北部山岳地域成人識字振興計画」を実施し、「コミュニティー学習センター
（CLC）」の普及を支援していた。結果として、対象となる８省の各１村に、「コミュニティー学習セン
ター」が設立され、地域市民のニーズに応じた多様な活動が、彼らの代表の手によって自立的に運営さ
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12) Quốc hội, Luật khiếu nại tố cáo, 09/1998/QH10, 1998.
れるようになった。また８つの省およびその中の69の郡および市の教育担当官が研修を受けて、「コ
ミュニティー学習センター」の普及に必要な知識と技能を身につけることができるようになった。
④ 「ベトナム都市開発の計画と管理」研修コース
現在、国連地域開発センター（UNCRD）で研修を受けているベトナム中央政府および地方自治体職
員７人が、日本の NPO活動を学ぶため、2003年２月24日、「中部リサイクル運動市民の会」事務所を
訪問し、講義を受けた13)。視察では、地域循環型市民社会のシステムづくりと場づくりを目指す市民団
体として、23年間の活動実績がある「中部リサイクル運動市民の会」代表の萩原喜之氏から、市民活動
を盛り上げるための様々な方策、自治体との協力体制の構築法などについて具体的に学んだ。
おわりに
今のベトナム社会は、現実には「公民社会」であるが、徐々に「市民社会」に向かっているところでは
ないだろうか。ベトナムの市民は、国家権力に対して「自律的な個人」になっており、全ての社会活動・
政治活動の主体になりつつある。なぜかといえば、これまでベトナムにおいて多くの自律的な社会活動が
進んでいるからである。例えば、「協調的活動」、「併存的活動」、「回避的活動」、「対立的活動」という市
民活動タイプの中で（図１参照）、党・国家機関の指導性が低く、市民が自己決定権をもつのは、「併存的
活動」である。ベトナムでは、このような「併存的活動」を促進すべきである。ベトナムの「郷約」は本
来むらの規約であったが、市民参加のための促進に対して役に立つところが少なくない。これからの社会
で郷約を利用し、まちづくりへの市民参加に対して促進のひとつの手段になれるはずである。先述したよ
うにベトナムにおける市民参加に関する２つの調査結果によると、ベトナムの市民は市民的権利をあまり
持っておらず、またその権利があっても政府に保護されていないことがわかった。言い換えれば、ベトナ
ムにおける市民参加があまり進んでいないということになる。市民は権利を十分に取らないで、また意見
を言う場も少ない。その上、ベトナム政府の公共サービス提供や政策のコミットメントに対する市民の信
頼が低いと言える。官僚の能力、リーダーシップ、政策形成・政策実施などが、ベトナム政府の重要課題
となっている。
1990年代以降、市民のために良い環境を整えるために、行政改革プログラムと地方行政改革が行われ
た。この改革のひとつの結果として、末端の地方行政単位のような基礎レベルにおけるインフラ整備など
の諸政策の決定過程や実行・監視などへの市民参加を確保することが意図された。そこで、「市民が知り、
市民が議論し、市民が行い、市民が検査する」という方針が具体化・法制化されるようになった。また、
市民からの苦情や非難に関する法律が作成されたのみならず、市民の非難などが十分反映できるように毎
年修正・補充されており、市民参加の促進に対してベトナム政府の努力が見えてきた。
ここ数年、「日越合併まちづくりプロジェクト」などを通して、市民が自律的にまちづくり活動ができ
るようになったという結果があったからこそ、今後もまちづくりの経験をもっている日本の団体と協力
し、まちづくりに関するプロジェクトを維持し促すべきである。
最後に、本研究が残した課題について述べる。これまでベトナムの市民参加に関して行われた２つの調
査結果を分析してきたが、それらの調査は多くの国を対象として行われたものである。ベトナムの市民参
加の現状分析に適切でない質問項目もあった。今後は、ベトナムの現状をもっとしっかり調べ、調査内容
を作成し、ベトナムにおいて独自に実施すればよりよい結果が得られるであろう。これらの残された課題
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は、筆者の次の研究課題として取り組んでいきたい。
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